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１  住基ネット訴訟とマイナンバー訴訟  

 

 住基ネット訴訟（最判平 20.3.6） 

（事案） 

 Ｙ市の住民であるＸらが、住民基本台帳ネットワークシステムにより行政機関が個人

情報である氏名、生年月日、性別、住所、住民票コード、変更情報を収集、管理、利用す

ることがプライバシー権に反するとし、Ｙ市に対し、住民票コードの削除等を求めて出

訴。 

（争点） 

 住民基本台帳ネットワークシステムにより行政機関が住民の本人確認情報を収集、管

理又は利用する行為は、憲法13条の保障する個人に関する情報をみだりに第三者に開示

又は公表されない自由を侵害するか。 

（判旨） 

 憲法13条は、国民の私生活上の自由が公権力の行使に対しても保護されるべきことを

規定しているものであり、個人の私生活上の自由の一つとして、何人も、個人に関する

情報をみだりに第三者に開示又は公表されない自由を有するものと解される。 

 そこで、住基ネットが被上告人らの上記の自由を侵害するものであるか否かについて

検討するに、住基ネットによって管理、利用等される本人確認情報は、氏名、生年月日、

性別及び住所から成る４情報に、住民票コード及び変更情報を加えたものにすぎない。

このうち４情報は、人が社会生活を営む上で一定の範囲の他者には 当然開示されること

が予定されている個人識別情報であり、変更情報も、転入、転出等の異動事由、異動年月

日及び異動前の本人確認情報にとどまるもので、これらはいずれも、個人の内面に関わ

るような秘匿性の高い情報とはいえない。これらの情報は、住基ネットが導入される以

前から、住民票の記載事項として、住民基本台帳を保管する各市町村において管理、利

用等されるとともに、法令に基づき必要に応じて他の行政機関等に提供され、その事務

処理に利用されてきたものである。そして、住民票コードは、住基ネットによる本人確

認情報の管理、利用等を目的として、都道府県知事が無作為に指定した数列の中から市

町村長が一を選んで各人に割り当てたものであるから、上記目的に利用される限りにお

いては、その秘匿性の程度は本人確認情報と異なるものではない。 

 また、前記確定事実によれば、住基ネットによる本人確認情報の管理、利用等は、法令

等の根拠に基づき、住民サービスの向上及び行政事務の効率化という正当な行政目的の

範囲内で行われているものということができる。住基ネットのシステム上の欠陥等によ

り外部から不当にアクセスされるなどして本人確認情報が容易に漏えいする具体的な危

険はないこと、受領者による本人確認情報の目的外利用又は本人確認情報に関する秘密

の漏えい等は、懲戒処分又は刑罰をもって禁止されていること、住基法は、都道府県に

本人確認情報の保護に関する審議会を、指定情報処理機関に本人確認情報保護委員会を

設置することとして、本人確認情報の適切な取扱いを担保するための制度的措置を講じ

ていることなどに照らせば、住基ネットにシステム技術上又は法制度上の不備があり、
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そのために本人確認情報が法令等の根拠に基づかずに又は正当な行政目的の範囲を逸脱

して第三者に開示又は公表される具体的な危険が生じているということもできない。 

 そうすると、行政機関が住基ネットにより住民である被上告人らの本人確認情報を管

理、利用等する行為は、個人に関する情報をみだりに第三者に開示又は公表するものと

いうことはできず、当該個人がこれに同意していないとしても、憲法13条により保障さ

れた上記の自由を侵害するものではないと解するのが相当である。 
 

 マイナンバー訴訟（最判令 5.3.9） 

（事案） 

 番号利用法により個人番号を付番された上告人らが、番号利用法に基づき上告人らの

特定個人情報の利用、提供等をする行為は、憲法13条の保障するプライバシー権を違法

に侵害するものであると主張して、プライバシー権に基づく妨害予防請求又は妨害排除

請求として、上告人らの個人番号の利用、提供等の差止め及び保存されている上告人ら

の個人番号の削除を求めるとともに、国家賠償法１条１項に基づき、慰謝料等の支払を

求めた。 

（争点） 

 行政機関等が、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律に基づき、特定個人情報の利用、提供等をする行為は、憲法13条の保障する個人に

関する情報をみだりに第三者に開示又は公表されない自由を侵害するか。 

（判旨） 

 憲法13条は、国民の私生活上の自由が公権力の行使に対しても保護されるべきことを

規定しているものであり、個人の私生活上の自由の一つとして、何人も、個人に関する

情報をみだりに第三者に開示又は公表されない自由を有するものと解される。 

 そこで、行政機関等が番号利用法に基づき特定個人情報の利用、提供等をする行為が

上告人らの上記自由を侵害するものであるか否かを検討するに、同法は、個人番号等の

有する対象者識別機能を活用して、情報の管理及び利用の効率化、情報連携の迅速化を

実現することにより、行政運営の効率化、給付と負担の公正性の確保、国民の利便性向

上を図ること等を目的とするものであり、正当な行政目的を有するものということがで

きる。 

 そして、番号利用法は、個人番号の利用範囲について、社会保障、税、災害対策及びこ

れらに類する分野の法令又は条例で定められた事務に限定することで、個人番号によっ

て検索及び管理がされることになる個人情報を限定するとともに、特定個人情報につい

て目的外利用が許容される例外事由を一般法よりも厳格に規定している。 

 さらに、番号利用法は、特定個人情報の提供を原則として禁止し、制限列挙した例外

事由に該当する場合にのみ、その提供を認めるとともに、上記例外事由に該当する場合

を除いて他人に対する個人番号の提供の求めや特定個人情報の収集又は保管を禁止する

ほか、必要な範囲を超えた特定個人情報ファイルの作成を禁止している。 

 以上によれば、番号利用法に基づく特定個人情報の利用、提供等は、上記の正当な行

政目的の範囲内で行われているということができる。 

 もっとも、特定個人情報の中には、個人の所得や社会保障の受給歴等の秘匿性の高い

情報が多数含まれることになるところ、理論上は、対象者識別機能を有する個人番号を

利用してこれらの情報の集約や突合を行い、個人の分析をすることが可能であるため、

具体的な法制度や実際に使用されるシステムの内容次第では、これらの情報が芋づる式
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に外部に流出することや、不当なデータマッチング、すなわち、行政機関等が番号利用

法上許される範囲を超えて他の行政機関等から特定の個人に係る複数の特定個人情報の

提供を受けるなどしてこれらを突合することにより、特定個人情報が法令等の根拠に基

づかずに又は正当な行政目的の範囲を逸脱して第三者に開示又は公表される具体的な危

険が生じ得るものである。 

 しかし、番号利用法は、個人番号の利用や特定個人情報の提供について厳格な規制を

行うことに加えて、特定個人情報の管理について、特定個人情報の漏えい等を防止し、

特定個人情報を安全かつ適正に管理するための種々の規制を行うこととしており、以上

の規制の実効性を担保するため、これらに違反する行為のうち悪質なものについて刑罰

の対象とし、一般法における同種の罰則規定よりも法定刑を加重するなどするとともに、

独立した第三者機関である委員会に種々の権限を付与した上で、特定個人情報の取扱い

に関する監視、監督等を行わせることとしている。 

 これらの諸点を総合すると、番号利用法に基づく特定個人情報の利用、提供等に関し

て法制度上又はシステム技術上の不備があり、そのために特定個人情報が法令等の根拠

に基づかずに又は正当な行政目的の範囲を逸脱して第三者に開示又は公表される具体的

な危険が生じているということもできない。 

 そうすると、行政機関等が番号利用法に基づき特定個人情報の利用、提供等をする行

為は、個人に関する情報をみだりに第三者に開示又は公表するものということはできな

い。 

 したがって、上記行為は、憲法13条の保障する個人に関する情報をみだりに第三者に

開示又は公表されない自由を侵害するものではないと解するのが相当である。 
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２  性同一性障害特例法違憲判決と旧優生保護法違憲判決  

 

 性同一性障害特例法違憲判決（最判令 5.10.25） 

（事案） 

 生物学的な性別は男性であるが心理的な性別は女性であるＸは、性同一性障害者の性

別の取扱いの特例に関する法律３条１項の規定に基づき、性別の取扱いの変更の審判を

申し立てたが、却下された。 

（争点） 

 性同一性障害特例法３条１項４号の規定が憲法13条に違反し無効といえるか。 

（判旨） 

 憲法13条は、「すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対す

る国民の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大

の尊重を必要とする。」と規定しているところ、自己の意思に反して身体への侵襲を受け

ない自由（以下、単に「身体への侵襲を受けない自由」という。）が、人格的生存に関わ

る重要な権利として、同条によって保障されていることは明らかである。 

 本件規定は、治療としては生殖腺除去手術を要しない性同一性障害者に対して、性自

認に従った法令上の性別の取扱いを受けるという重要な法的利益を実現するために、同

手術を受けることを余儀なくさせるという点において、身体への侵襲を受けない自由を

制約するものということができ、このような制約は、性同一性障害を有する者一般に対

して生殖腺除去手術を受けることを直接的に強制するものではないことを考慮しても、

身体への侵襲を受けない自由の重要性に照らし、必要かつ合理的なものということがで

きない限り、許されないというべきである。 

 そして、本件規定が必要かつ合理的な制約を課すものとして憲法13条に適合するか否

かについては、本件規定の目的のために制約が必要とされる程度と、制約される自由の

内容及び性質、具体的な制約の態様及び程度等を較量して判断されるべきものと解する

のが相当である。 

 そこで、本件規定の目的についてみると、本件規定は、性別変更審判を受けた者につ

いて変更前の性別の生殖機能により子が生まれることがあれば、親子関係等に関わる問

題が生じ、社会に混乱を生じさせかねないこと、長きにわたって生物学的な性別に基づ

き男女の区別がされてきた中で急激な形での変化を避ける必要があること等の配慮に基

づくものと解される。 

 しかしながら、性同一性障害を有する者は社会全体からみれば少数である上、性別変

更審判を求める者の中には、自己の生物学的な性別による身体的特徴に対する不快感等

を解消するために治療として生殖腺除去手術を受ける者も相当数存在することに加え、

生来の生殖機能により子をもうけること自体に抵抗感を有する者も少なくないと思われ

ることからすると、本件規定がなかったとしても、生殖腺除去手術を受けずに性別変更

審判を受けた者が子をもうけることにより親子関係等に関わる問題が生ずることは、極

めてまれなことであると考えられる。 

また、上記の親子関係等に関わる問題のうち、法律上の親子関係の成否や戸籍への記載

方法等の問題は、法令の解釈、立法措置等により解決を図ることが可能なものである。

性別変更審判を受けた者が変更前の性別の生殖機能により子をもうけると、「女である

父」や「男である母」が存在するという事態が生じ得るところ、そもそも平成20年改正
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により、成年の子がいる性同一性障害者が性別変更審判を受けた場合には、「女である父」

や「男である母」の存在が肯認されることとなったが、現在までの間に、このことにより

親子関係等に関わる混乱が社会に生じたとはうかがわれない。 

 次に、特例法の制定以降の医学的知見の進展を踏まえつつ、本件規定による具体的な

制約の態様及び程度等をみることとする。 

 特例法の制定趣旨は、性同一性障害に対する必要な治療を受けていたとしてもなお法

的性別が生物学的な性別のままであることにより社会生活上の問題を抱えている者につ

いて、性別変更審判をすることにより治療の効果を高め、社会的な不利益を解消するこ

とにあると解されるところ、その制定当時、生殖腺除去手術を含む性別適合手術は段階

的治療における最終段階の治療として位置付けられていたことからすれば、性別変更審

判を求める者について生殖腺除去手術を受けたことを前提とする要件を課すことは、性

同一性障害についての必要な治療を受けた者を対象とする点で医学的にも合理的関連性

を有するものであったということができる。 

 しかしながら、特例法の制定後、性同一性障害に対する医学的知見が進展し、性同一

性障害を有する者の示す症状及びこれに対する治療の在り方の多様性に関する認識が一

般化して段階的治療という考え方が採られなくなり、性同一性障害に対する治療として、

どのような身体的治療を必要とするかは患者によって異なるものとされたことにより、

必要な治療を受けたか否かは性別適合手術を受けたか否かによって決まるものではなく

なり、上記要件を課すことは、医学的にみて合理的関連性を欠くに至っているといわざ

るを得ない。 

 そして、本件規定による身体への侵襲を受けない自由に対する制約は、上記のような

医学的知見の進展に伴い、治療としては生殖腺除去手術を要しない性同一性障害者に対

し、身体への侵襲を受けない自由を放棄して強度な身体的侵襲である生殖腺除去手術を

受けることを甘受するか、又は性自認に従った法令上の性別の取扱いを受けるという重

要な法的利益を放棄して性別変更審判を受けることを断念するかという過酷な二者択一

を迫るものになったということができる。また、前記の本件規定の目的を達成するため

に、このような医学的にみて合理的関連性を欠く制約を課すことは、生殖能力の喪失を

法令上の性別の取扱いを変更するための要件としない国が増加していることをも考慮す

ると、制約として過剰になっているというべきである。 

 そうすると、本件規定は、上記のような二者択一を迫るという態様により過剰な制約

を課すものであるから、本件規定による制約の程度は重大なものというべきである。 

 以上を踏まえると、本件規定による身体への侵襲を受けない自由の制約については、

現時点において、その必要性が低減しており、その程度が重大なものとなっていること

などを総合的に較量すれば、必要かつ合理的なものということはできない。 

 よって、本件規定は憲法13条に違反するものというべきである。 
 

 旧優生保護法違憲判決（最大判令 6.7.3） 

（事案） 

 自ら又は配偶者が、優生保護法に基づいて、生殖を不能にする手術を受けたと主張す

るＸらは、優性保護法の規定は、憲法13条、14条１項等に違反しており、本件規定に係

る国会議員の立法行為は違法であって、上記不妊手術が行われたことによって、精神的・

肉体的苦痛を被ったなどと主張して、国家賠償法１条１項に基づく損害賠償を求めて出

訴した。 
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（争点） 

① 優生保護法中のいわゆる優生規定は、憲法13条及び14条１項に違反するか 

② 優生規定に係る国会議員の立法行為は、国家賠償法１条１項の適用上違法の評価を

受けるか。 

（判旨） 

 本件規定は、①優生保護法の定める特定の疾病や障害（以下「特定の障害等」という。）

を有する者、②配偶者が特定の障害等を有する者又は③本人若しくは配偶者の４親等以

内の血族関係にある者が特定の障害等を有する者を対象者とする不妊手術について定め

たものである。 

 憲法13条は、人格的生存に関わる重要な権利として、自己の意思に反して身体への侵

襲を受けない自由を保障しているところ、不妊手術は、生殖能力の喪失という重大な結

果をもたらす身体への侵襲であるから、不妊手術を受けることを強制することは、上記

自由に対する重大な制約に当たる。したがって、正当な理由に基づかずに不妊手術を受

けることを強制することは、同条に反し許されないというべきである。 

 これを本件規定についてみると、平成８年改正前の優生保護法１条の規定内容等に照

らせば、本件規定の立法目的は、専ら、優生上の見地、すなわち、不良な遺伝形質を淘汰

し優良な遺伝形質を保存することによって集団としての国民全体の遺伝的素質を向上さ

せるという見地から、特定の障害等を有する者が不良であるという評価を前提に、その

者又はその者と一定の親族関係を有する者に不妊手術を受けさせることによって、同じ

疾病や障害を有する子孫が出生することを防止することにあると解される。 

 しかしながら、憲法13条は個人の尊厳と人格の尊重を宣言しているところ、本件規定

の立法目的は、特定の障害等を有する者が不良であり、そのような者の出生を防止する

必要があるとする点において、立法当時の社会状況をいかに勘案したとしても、正当と

はいえないものであることが明らかであり、本件規定は、そのような立法目的の下で特

定の個人に対して生殖能力の喪失という重大な犠牲を求める点において、個人の尊厳と

人格の尊重の精神に著しく反するものといわざるを得ない。 

 したがって、本件規定により不妊手術を行うことに正当な理由があるとは認められず、

本件規定により不妊手術を受けることを強制することは、憲法13条に反し許されないと

いうべきである。 

 また、憲法14条１項は、法の下の平等を定めており、この規定が、事柄の性質に応じ

た合理的な根拠に基づくものでない限り、法的な差別的取扱いを禁止する趣旨のもので

あると解すべきことは、当裁判所の判例とするところである。 

 しかるところ、本件規定は、①特定の障害等を有する者、②配偶者が特定の障害等を

有する者及び③本人又は配偶者の４親等以内の血族関係にある者が特定の障害等を有す

る者を不妊手術の対象者と定めているが、上記のとおり、本件規定により不妊手術を行

うことに正当な理由があるとは認められないから、上記①から③までの者を本件規定に

より行われる不妊手術の対象者と定めてそれ以外の者と区別することは、合理的な根拠

に基づかない差別的取扱いに当たるものといわざるを得ない。 

 以上によれば、本件規定は、憲法13条及び14条１項に違反するものであったというべ

きである。そして、以上に述べたところからすれば、本件規定の内容は、国民に憲法上保

障されている権利を違法に侵害するものであることが明白であったというべきであるか

ら、本件規定に係る国会議員の立法行為は、国家賠償法１条１項の適用上、違法の評価

を受けると解するのが相当である。 
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３  女性の再婚禁止期間規定一部違憲判決と夫婦同氏制の合憲性  

 

 女性の再婚禁止期間規定一部違憲判決（最大判平 27.12.16） 

（事案） 

 Ｘは、女性について６箇月の再婚禁止期間を定める民法733条１項の規定は憲法14条

１項及び24条２項に違反すると主張し、本件規定を改廃する立法措置をとらなかった立

法不作為の違法を理由に、被上告人に対し、国家賠償法１条１項に基づき損害賠償を求

めた。 

（争点） 

① 民法733条１項の規定のうち100日の再婚禁止期間を設ける部分は、憲法１４条１

項、24条２項に違反するか。 

② 民法733条１項の規定のうち100日を超えて再婚禁止期間を設ける部分は、憲法14

条１項、24条２項に違反するか。 

（判旨） 

 憲法14条１項は、法の下の平等を定めており、この規定が、事柄の性質に応じた合理

的な根拠に基づくものでない限り、法的な差別的取扱いを禁止する趣旨のものであると

解すべきことは、当裁判所の判例とするところである。そして、本件規定は、女性につい

てのみ前婚の解消又は取消しの日から６箇月の再婚禁止期間を定めており、これによっ

て、再婚をする際の要件に関し男性と女性とを区別しているから、このような区別をす

ることが事柄の性質に応じた合理的な根拠に基づくものと認められない場合には、本件

規定は憲法14条１項に違反することになると解するのが相当である。 

 ところで、婚姻及び家族に関する事項は、国の伝統や国民感情を含めた社会状況にお

ける種々の要因を踏まえつつ、それぞれの時代における夫婦や親子関係についての全体

の規律を見据えた総合的な判断を行うことによって定められるべきものである。したが

って、その内容の詳細については、憲法が一義的に定めるのではなく、法律によってこ

れを具体化することがふさわしいものと考えられる。憲法24条２項は、このような観点

から、婚姻及び家族に関する事項について、具体的な制度の構築を第一次的には国会の

合理的な立法裁量に委ねるとともに、その立法に当たっては、個人の尊厳と両性の本質

的平等に立脚すべきであるとする要請、指針を示すことによって、その裁量の限界を画

したものといえる。また、同条１項は、「婚姻は、両性の合意のみに基いて成立し、夫婦

が同等の権利を有することを基本として、相互の協力により、維持されなければならな

い。」と規定しており、婚姻をするかどうか、いつ誰と婚姻をするかについては、当事者

間の自由かつ平等な意思決定に委ねられるべきであるという趣旨を明らかにしたものと

解される。婚姻は、これにより、配偶者の相続権（民法890条）や夫婦間の子が嫡出子と

なること（同法772条１項等）などの重要な法律上の効果が与えられるものとされている

ほか、近年家族等に関する国民の意識の多様化が指摘されつつも、国民の中にはなお法

律婚を尊重する意識が幅広く浸透していると考えられることをも併せ考慮すると、上記

のような婚姻をするについての自由は、憲法24条１項の規定の趣旨に照らし、十分尊重

に値するものと解することができる。 

 そうすると、婚姻制度に関わる立法として、婚姻に対する直接的な制約を課すことが

内容となっている本件規定については、その合理的な根拠の有無について以上のような

事柄の性質を十分考慮に入れた上で検討をすることが必要である。 

判 
例 
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 そこで、本件においては、上記の考え方に基づき、本件規定が再婚をする際の要件に

関し男女の区別をしていることにつき、そのような区別をすることの立法目的に合理的

な根拠があり、かつ、その区別の具体的内容が上記の立法目的との関連において合理性

を有するものであるかどうかという観点から憲法適合性の審査を行うのが相当である。 

 本件規定の立法目的は、父性の推定の重複を回避し、もって父子関係をめぐる紛争の

発生を未然に防ぐことにあると解されるところ、民法772条２項は、「婚姻の成立の日か

ら200日を経過した後又は婚姻の解消若しくは取消しの日から300日以内に生まれた子

は、婚姻中に懐胎したものと推定する。」と規定して、出産の時期から逆算して懐胎の時

期を推定し、その結果婚姻中に懐胎したものと推定される子について、同条１項が「妻

が婚姻中に懐胎した子は、夫の子と推定する。」と規定している。そうすると、女性の再

婚後に生まれる子については、計算上100日の再婚禁止期間を設けることによって、父性

の推定の重複が回避されることになる。夫婦間の子が嫡出子となることは婚姻による重

要な効果であるところ、嫡出子について出産の時期を起点とする明確で画一的な基準か

ら父性を推定し、父子関係を早期に定めて子の身分関係の法的安定を図る仕組みが設け

られた趣旨に鑑みれば、父性の推定の重複を避けるため上記の100日について一律に女

性の再婚を制約することは、婚姻及び家族に関する事項について国会に認められる合理

的な立法裁量の範囲を超えるものではなく、上記立法目的との関連において合理性を有

するものということができる。よって、本件規定のうち100日の再婚禁止期間を設ける部

分は、憲法14条１項にも、憲法24条２項にも違反するものではない。 

 これに対し、本件規定のうち100日超過部分については、民法772条の定める父性の推

定の重複を回避するために必要な期間ということはできない。 

 旧民法767条１項において再婚禁止期間が６箇月と定められたことの根拠について、

旧民法起草時の立案担当者の説明等からすると、その当時は、専門家でも懐胎後６箇月

程度経たないと懐胎の有無を確定することが困難であり、父子関係を確定するための医

療や科学技術も未発達であった状況の下において、再婚後に前夫の子が生まれる可能性

をできるだけ少なくして家庭の不和を避けるという観点や、再婚後に生まれる子の父子

関係が争われる事態を減らすことによって、父性の判定を誤り血統に混乱が生ずること

を避けるという観点から、再婚禁止期間を厳密に父性の推定が重複することを回避する

ための期間に限定せず、一定の期間の幅を設けようとしたものであったことがうかがわ

れる。また、諸外国の法律において10箇月の再婚禁止期間を定める例がみられたという

事情も影響している可能性がある。上記のような旧民法起草時における諸事情に鑑みる

と、再婚禁止期間を厳密に父性の推定が重複することを回避するための期間に限定せず、

一定の期間の幅を設けることが父子関係をめぐる紛争を未然に防止することにつながる

という考え方にも理解し得る面があり、このような考え方に基づき再婚禁止期間を６箇

月と定めたことが不合理であったとはいい難い。このことは、再婚禁止期間の規定が旧

民法から現行の民法に引き継がれた後においても同様であり、その当時においては、国

会に認められる合理的な立法裁量の範囲を超えるものであったとまでいうことはできな

い。 

 しかし、その後、医療や科学技術が発達した今日においては、上記のような各観点か

ら、再婚禁止期間を厳密に父性の推定が重複することを回避するための期間に限定せず、

一定の期間の幅を設けることを正当化することは困難になったといわざるを得ない。加

えて、昭和22年民法改正以降、我が国においては、社会状況及び経済状況の変化に伴い

婚姻及び家族の実態が変化し、特に平成期に入った後においては、晩婚化が進む一方で、

離婚件数及び再婚件数が増加するなど、再婚をすることについての制約をできる限り少

なくするという要請が高まっている事情も認めることができる。 
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 以上を総合すると、本件規定のうち100日超過部分は、遅くとも上告人が前婚を解消し

た日から100日を経過した時点までには、婚姻及び家族に関する事項について国会に認

められる合理的な立法裁量の範囲を超えるものとして、その立法目的との関連において

合理性を欠くものになっていたと解される。 

 以上の次第で、本件規定のうち100日超過部分が憲法24条２項にいう両性の本質的平

等に立脚したものでなくなっていたことも明らかであり、上記当時において、同部分は、

憲法14条１項に違反するとともに、憲法24条２項にも違反するに至っていたというべき

である。 
 

 夫婦同氏制の合憲性（最大判平 27.12.16） 

（事案） 

 夫婦が婚姻の際に定めるところに従い夫又は妻の氏を称すると定める民法750条の規

定は、憲法13条、14条１項、24条１項及び２項等に違反するとし、本件規定を改廃する

立法措置をとらないという立法不作為の違法を理由に、国家賠償法１条１項に基づき損

害賠償を求めた。 

（争点） 

 夫婦が婚姻の際に定めるところに従い夫又は妻の氏を称すると定める民法750条の規

定は、憲法13条、14条１項、24条１項及び２項等に違反するか。 

（判旨） 

 氏に、名とは切り離された存在として社会の構成要素である家族の呼称としての意義

があることからすれば、氏が、親子関係など一定の身分関係を反映し、婚姻を含めた身

分関係の変動に伴って改められることがあり得ることは、その性質上予定されていると

いえる。以上のような現行の法制度の下における氏の性質等に鑑みると、婚姻の際に「氏

の変更を強制されない自由」が憲法上の権利として保障される人格権の一内容であると

はいえない。したがって、本件規定は、憲法13条に違反するものではない。 

 本件規定は、夫婦が夫又は妻の氏を称するものとしており、夫婦がいずれの氏を称す

るかを夫婦となろうとする者の間の協議に委ねているのであって、その文言上性別に基

づく法的な差別的取扱いを定めているわけではなく、本件規定の定める夫婦同氏制それ

自体に男女間の形式的な不平等が存在するわけではない。我が国において、夫婦となろ

うとする者の間の個々の協議の結果として夫の氏を選択する夫婦が圧倒的多数を占める

ことが認められるとしても、それが、本件規定の在り方自体から生じた結果であるとい

うことはできない。したがって、本件規定は、憲法14条１項に違反するものではない。 

 憲法24条は、１項において「婚姻は、両性の合意のみに基いて成立し、夫婦が同等の

権利を有することを基本として、相互の協力により、維持されなければならない。」と規

定しているところ、これは、婚姻をするかどうか、いつ誰と婚姻をするかについては、当

事者間の自由かつ平等な意思決定に委ねられるべきであるという趣旨を明らかにしたも

のと解される。 

 本件規定は、婚姻の効力の一つとして夫婦が夫又は妻の氏を称することを定めたもの

であり、婚姻をすることについての直接の制約を定めたものではない。仮に、婚姻及び

家族に関する法制度の内容に意に沿わないところがあることを理由として婚姻をしない

ことを選択した者がいるとしても、これをもって、直ちに上記法制度を定めた法律が婚

姻をすることについて憲法24条１項の趣旨に沿わない制約を課したものと評価すること

はできない。 

判 
例 
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 婚姻及び家族に関する事項は、関連する法制度においてその具体的内容が定められて

いくものであることから、当該法制度の制度設計が重要な意味を持つものであるところ、

憲法24条２項は、具体的な制度の構築を第一次的には国会の合理的な立法裁量に委ねる

とともに、その立法に当たっては、同条１項も前提としつつ、個人の尊厳と両性の本質

的平等に立脚すべきであるとする要請、指針を示すことによって、その裁量の限界を画

したものといえる。 

 そして、憲法24条が、本質的に様々な要素を検討して行われるべき立法作用に対して

あえて立法上の要請、指針を明示していることからすると、その要請、指針は、単に、憲

法上の権利として保障される人格権を不当に侵害するものでなく、かつ、両性の形式的

な平等が保たれた内容の法律が制定されればそれで足りるというものではないのであっ

て、憲法上直接保障された権利とまではいえない人格的利益をも尊重すべきこと、両性

の実質的な平等が保たれるように図ること、婚姻制度の内容により婚姻をすることが事

実上不当に制約されることのないように図ること等についても十分に配慮した法律の制

定を求めるものであり、この点でも立法裁量に限定的な指針を与えるものといえる。 

 婚姻及び家族に関する法制度を定めた法律の規定が憲法13条、14条１項に違反しない

場合に、更に憲法24条にも適合するものとして是認されるか否かは、当該法制度の趣旨

や同制度を採用することにより生ずる影響につき検討し、当該規定が個人の尊厳と両性

の本質的平等の要請に照らして合理性を欠き、国会の立法裁量の範囲を超えるものとみ

ざるを得ないような場合に当たるか否かという観点から判断すべきものとするのが相当

である。 

 以上の点を総合的に考慮すると、本件規定の採用した夫婦同氏制が、夫婦が別の氏を

称することを認めないものであるとしても、上記のような状況の下で直ちに個人の尊厳

と両性の本質的平等の要請に照らして合理性を欠く制度であるとは認めることはできな

い。したがって、本件規定は、憲法24条に違反するものではない。 
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４  在外国民選挙権訴訟と在外国民国民審査権行使制限事件  

 

 在外国民選挙権訴訟（最大判平 17.9.14） 

（事案） 

 在外邦人Ｘらは、衆参両議院議員選挙の選挙区投票ができなかったのは国会の怠慢で

あるとして、立法不作為の国家賠償を求めて出訴した。 

（争点） 

 公職選挙法が、国外に居住していて国内の市町村の区域内に住所を有していない日本

国民が国政選挙において投票をするのを全く認めていなかったことは、憲法15条１項、

３項、43条１項、44条ただし書に違反するか。 

（判旨） 

 国民の代表者である議員を選挙によって選定する国民の権利は、国民の国政への参加

の機会を保障する基本的権利として、議会制民主主義の根幹を成すものであり、民主国

家においては、一定の年齢に達した国民のすべてに平等に与えられるべきものである。 

 憲法は、前文及び１条において、主権が国民に存することを宣言し、国民は正当に選

挙された国会における代表者を通じて行動すると定めるとともに、43条１項において、

国会の両議院は全国民を代表する選挙された議員でこれを組織すると定め、15条１項に

おいて、公務員を選定し、及びこれを罷免することは、国民固有の権利であると定めて、

国民に対し、主権者として、両議院の議員の選挙において投票をすることによって国の

政治に参加することができる権利を保障している。そして、憲法は、同条３項において、

公務員の選挙については、成年者による普通選挙を保障すると定め、さらに、44条ただ

し書において、両議院の議員の選挙人の資格については、人種、信条、性別、社会的身

分、門地、教育、財産又は収入によって差別してはならないと定めている。以上によれ

ば、憲法は、国民主権の原理に基づき、両議院の議員の選挙において投票をすることに

よって国の政治に参加することができる権利を国民に対して固有の権利として保障して

おり、その趣旨を確たるものとするため、国民に対して投票をする機会を平等に保障し

ているものと解するのが相当である。 

 憲法の以上の趣旨にかんがみれば、自ら選挙の公正を害する行為をした者等の選挙権

について一定の制限をすることは別として、国民の選挙権又はその行使を制限すること

は原則として許されず、国民の選挙権又はその行使を制限するためには、そのような制

限をすることがやむを得ないと認められる事由がなければならないというべきである。

そして、そのような制限をすることなしには選挙の公正を確保しつつ選挙権の行使を認

めることが事実上不能ないし著しく困難であると認められる場合でない限り、上記のや

むを得ない事由があるとはいえず、このような事由なしに国民の選挙権の行使を制限す

ることは、憲法15条１項及び３項、43条１項並びに44条ただし書に違反するといわざる

を得ない。 

 世界各地に散在する多数の在外国民に選挙権の行使を認めるに当たり、公正な選挙の

実施や候補者に関する情報の適正な伝達等に関して解決されるべき問題があったとして

も、既に昭和59年の時点で、選挙の執行について責任を負う内閣がその解決が可能であ

ることを前提に上記の法律案を国会に提出していることを考慮すると、同法律案が廃案

となった後、国会が、10年以上の長きにわたって在外選挙制度を何ら創設しないまま放

置し、本件選挙において在外国民が投票をすることを認めなかったことについては、や
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むを得ない事由があったとは到底いうことができない。そうすると、本件改正前の公職

選挙法が、本件選挙当時、在外国民であった上告人らの投票を全く認めていなかったこ

とは、憲法15条１項及び３項、43条１項並びに44条ただし書に違反するものであったと

いうべきである。 
 

 在外国民国民審査権行使制限事件（最大判令 4.5.25） 

（事案） 

 在外国民であるＸは、次回の国民審査において審査権を行使することができる地位に

あることの確認を求め、国が在外国民（国外に居住していて国内の市町村の区域内に住

所を有していない日本国民）に対して国外に住所を有することをもって、次回の最高裁

判所の裁判官の任命に関する国民の審査において審査権の行使をさせないことは憲法15

条１項、79条２項、３項等に違反して違法であることの確認を求めた。 

（争点） 

 国が在外国民に対して次回の最高裁判所の裁判官の任命に関する国民の審査において

審査権の行使をさせないことは違法とされるか。 

（判旨） 

 国民審査の制度は、国民が最高裁判所の裁判官を罷免すべきか否かを決定する趣旨の

ものであるところ、憲法は、一切の法律、命令、規則又は処分が憲法に適合するかしない

かを決定する権限を有する終審裁判所である（憲法81条）などの最高裁判所の地位と権

能に鑑み、この制度を設け、主権者である国民の権利として審査権を保障しているもの

である。そして、このように、審査権が国民主権の原理に基づき憲法に明記された主権

者の権能の一内容である点において選挙権と同様の性質を有することに加え、憲法が衆

議院議員総選挙の際に国民審査を行うこととしていることにも照らせば、憲法は、選挙

権と同様に、国民に対して審査権を行使する機会を平等に保障しているものと解するの

が相当である。 

 憲法の以上の趣旨に鑑みれば、国民の審査権又はその行使を制限することは原則とし

て許されず、審査権又はその行使を制限するためには、そのような制限をすることがや

むを得ないと認められる事由がなければならないというべきである。そして、そのよう

な制限をすることなしには国民審査の公正を確保しつつ審査権の行使を認めることが事

実上不可能ないし著しく困難であると認められる場合でない限り、上記のやむを得ない

事由があるとはいえず、このような事由なしに審査権の行使を制限することは、憲法15

条１項、79条２項、３項に違反するといわざるを得ない。また、このことは、国が審査

権の行使を可能にするための所要の立法措置をとらないという不作為によって国民が審

査権を行使することができない場合についても、同様である。 

審査権と同様の性質を有する選挙権については、平成10年公選法改正により在外選挙制

度が創設され、平成17年大法廷判決を経て平成18年公選法改正がされた後、衆議院小選

挙区選出議員の選挙及び参議院選挙区選出議員の選挙をも対象に含めた在外選挙制度の

下で、現に複数回にわたり国政選挙が実施されていることも踏まえると、上記のような

技術的な困難のほかに在外審査制度を創設すること自体について特段の制度的な制約が

あるとはいい難い。 

 そして、国民審査法16条１項が、点字による国民審査の投票を行う場合において、記

号式投票ではなく、自書式投票によることとしていることに鑑みても、在外審査制度に

おいて、上記のような技術的な困難を回避するために、現在の取扱いとは異なる投票用
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紙の調製や投票の方式等を採用する余地がないとは断じ難いところであり、具体的な方

法等のいかんを問わず、国民審査の公正を確保しつつ、在外国民の審査権の行使を可能

にするための立法措置をとることが、事実上不可能ないし著しく困難であるとは解され

ない。そうすると、在外審査制度の創設に当たり検討すべき課題があったとしても、在

外国民の審査権の行使を可能にするための立法措置が何らとられていないことについ

て、やむを得ない事由があるとは到底いうことができない。 

 したがって、国民審査法が在外国民に審査権の行使を全く認めていないことは、憲法

15条１項、79条２項、３項に違反するものというべきである。 
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